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まとめ

● 今期（2025年10～12月期）の東京23区オフィスマーケットは、前期から空室率は下

落、新規賃料は上昇となった。

● 空室率は、前期から0.30ポイント下落し、1.55%となった。解約予告済み・募集中の

面積を加えた募集面積率は前期から0.21ポイント下落して2.60%となった。空室増減

量は増加が8.3万坪、減少が12.1万坪と、空室面積の減少が増加を上回った。空室在

庫の減少割合を示す空室消化率は、前期から2.5ポイント上昇し、55.5%となった。

● 新規賃料の水準を示す新規成約賃料インデックスは、前期から2ポイント上昇して100

となった。新規賃料が上昇した物件の割合から、下落した物件の割合を引いた成約賃

料DIは前期から横ばいの57で、7四半期連続のプラス圏となった。

● 新規賃料と継続賃料の両方を含む支払賃料インデックスは前期から3ポイント上昇の

107となった。

● 全契約の平均FR（フリーレント）月数は2.4ヶ月、FRあり契約の平均FR月数は4.5ヶ

月、2ヶ月以上付与率は45.7%、6ヶ月以上付与率は16.9%となった。
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空室率は1.55％、募集面積率は2.60％

●空室率は前期から0.30ポイント下落し、1.55%

●募集面積率は前期から0.21ポイント下落し、2.60%

●空室率は10四半期、募集面積率は14四半期連続して下落。

●テナント企業の人員増加や出社回帰を背景にオフィス需

要は底堅く、空室率の下落が進んでいる。

●空室率の下落が遅れていたエリアでも需給バランスが改

善されつつある。

3

【図表1】空室率・募集面積率（全規模）

空室率：総賃貸面積における空室面積（テナント退去済みで即入居可能な空室面積：
現空）の割合。

募集面積率：総賃貸面積における空室（現空）面積と解約予告済み・募集中（テナン
ト退去前）面積の合計の割合。

規模別・エリア別については月次公表「オフィス空室マンスリーレポート」参照

https://soken.xymax.co.jp/survey/regularsurvey/officevacancy/index.html
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空室増加面積は8.3万坪、空室減少面積は12.1万坪

●空室増加面積は前期から1.9万坪減少し、8.3万坪

●空室減少面積は前期から3.2万坪減少し、12.1万坪

●比較的堅調に推移するオフィス需要を受け、10四半期

連続で空室減少面積が空室増加面積を上回った。

●テナントの退去が決まった後、館内増床やオーナーによ

る募集によって空室が消化され、空室として市場に出な

いケースが多くみられる。そのため、実際には空室増減

の数値以上の退去と入居（拡張）が生じていると考えら

れる。
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【図表2】空室増減量（23区・全規模）

空室増加面積：以下の合計面積
・既存物件で、テナント退去などにより生じた空室面積
・新規竣工物件の総賃貸面積

空室減少面積：以下の合計面積
・既存物件の空室で、テナント入居などで募集終了となった面積
・新規竣工物件の竣工時点でテナント入居が決まっている面積

詳しくは、2017年1月23日公表「オフィス空室増減量調査(東京23区)を公開」参照
https://soken.xymax.co.jp/report/1701-vacancy_volume_research.html

https://soken.xymax.co.jp/report/1701-vacancy_volume_research.html
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空室消化率は55.5％

●空室消化率は前期から2.5ポイント上昇し、55.5%

●空室消化率は2四半期連続で50%を超える水準とな

った。

●オフィス需要が高まり、空室が発生しても後継テナ

ントが早く決まることが増えている。

●好立地のビルでは募集開始後、複数の申込みが入る

ケースがみられる。
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【図表3】空室消化率

空室消化率：空室在庫（期初の空室在庫＋期間中に発生した空室の総量）に対して、
期間中に減少した空室面積の割合。
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新規成約賃料インデックスは100

●新規成約賃料インデックスは前期から2ポイント上

昇し、100

●コロナ禍による賃料下落後、初めて2020Q1と同水

準まで回復した。

●底堅い需要を背景に、短期間で賃料上昇が進んでい

る。
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【図表4】新規成約賃料インデックス

新規成約賃料インデックス：延床面積や築年数などの賃料形成要因について品質調整
を行うことで、不動産の個別性による影響を取り除いた新規成約賃料単価の指標。

詳細は以下レポートを参照。

2014年9月19日公表「ザイマックス新規成約賃料インデックスを公表」参照
https://soken.xymax.co.jp/report/140919-new_contract_rent_index.html

2021年4月19日公表「新規成約賃料インデックスの改訂（2021年）」参照

https://soken.xymax.co.jp/report/2104-new_contract_rent_index_revise2021.html

https://soken.xymax.co.jp/report/140919-new_contract_rent_index.html
https://soken.xymax.co.jp/report/2104-new_contract_rent_index_revise2021.html
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新規成約賃料インデックス（規模別）：大規模は98、中小規模は104

●新規成約賃料インデックス（延床面積5,000坪以上

の大規模ビル）は前期から2ポイント上昇し、98

●新規成約賃料インデックス（5,000坪未満の中小規

模ビル）は前期から3ポイント上昇し、104

●大規模ビル、中小規模ビルともに前期から上昇が続

いている。
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【図表5】新規成約賃料インデックス（規模別）
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成約賃料DIは57で7四半期連続のプラス

●成約賃料DIは前期から13ポイント上昇し、57

●前期に続き、7四半期連続でDIはプラス圏となった。

● 2007Q3の51を上回る水準に達しており、賃料の上

昇傾向が顕著となっている。

●賃料が下落した物件の割合は8%と、賃料を下げて

いる物件はかなり少なくなっている。
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【図表6】成約賃料DI

成約賃料DI：”新規成約賃料が半年前と比べて上昇した物件の割合－下落した物件の
割合”で算出される指標で、新規成約賃料の変化の方向性を示す。

各種経済指標との関連性は、2013年12月13日公表「成約賃料DI、四半期ごとの公表
へ」参照https://soken.xymax.co.jp/report/131213-
quarterly_contract_rent_di.html

新規成約賃料インデックスとの関連性は、2021年2月3日公表「オフィスマーケット
レポート 東京 2020Q4 TOPIC1」参照https://soken.xymax.co.jp/report/2102-
office_market_report_q4_2020.html

https://soken.xymax.co.jp/report/131213-quarterly_contract_rent_di.html
https://soken.xymax.co.jp/report/131213-quarterly_contract_rent_di.html
https://soken.xymax.co.jp/report/2102-office_market_report_q4_2020.html
https://soken.xymax.co.jp/report/2102-office_market_report_q4_2020.html
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支払賃料インデックスは107

●支払賃料インデックスは前期から3ポイント上昇し、

107

●これまでの最高値（2021Q1・2023Q2の105）を

上回り、2005年の調査開始以降過去最高値を更新

した。

●新規成約賃料の上昇に加え、既存契約の増額改定も

進んでおり、支払賃料インデックスも上昇基調にあ

る。
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【図表7】支払賃料インデックス

支払賃料インデックス：新規賃料と継続賃料の両方を含む賃料インデックス。新規成

約賃料に比べると遅れて変化し、変動幅は小さくなる性質をもつ。

詳細は2015年10月15日公表「支払賃料インデックスを公表」参照

https://soken.xymax.co.jp/report/151015-paying_rent_index.html

https://soken.xymax.co.jp/report/151015-paying_rent_index.html
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全契約の平均FR月数は2.4ヶ月、FR付与率は54.0％

●全契約の平均FR（フリーレント）月数は前期から

横ばいで、2.4ヶ月

● FRあり契約の平均FR月数は前期から0.3ヶ月減少

し、4.5ヶ月

● FRの1日以上付与率は前期から4.6ポイント上昇し、

54.0%

● 2ヶ月以上付与率は4.4ポイント上昇し、45.7%

● 6ヶ月以上付与率は0.3ポイント上昇し、16.9%

● FR付与の割合は増えたものの、長期のFR付与が減

少したことで今期の平均FR月数（FRあり契約）は

減少した。
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【図表8】フリーレント

FR（フリーレント）：新規契約における契約開始日と賃料発生日の差分から算出。

FR付与率：FRが付与されている契約の割合

平均FR月数：FR期間の平均月数



© 2026 XYMAX RESEARCH INSTITUTE Corporation. All rights reserved.

マーケット循環は空室率が-0.30pt、新規成約賃料インデックスが+2ptで左上に移動

●空室率が0.30ポイント下落、新規成約賃料インデ

ックスが2ポイント上昇で、左上に移動

●空室率の下落と賃料の上昇が進み、コロナ禍直前の

好況期に近づいている。

●オフィスマーケットは堅調だが、米国の通商政策の

影響や金融資本市場の変動などのリスク要因も存在

する。オフィスマーケットへの影響については今後

の動向を注視していく必要がある。
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【図表9】マーケット循環

マーケット循環：横軸に空室率、縦軸に新規成約賃料インデックスをとって四半期ご

とにプロットしたもの。オフィスマーケットの好況期には左上（空室率下落・賃料上

昇）に、不況期には右下（空室率上昇・賃料下落）に移動する傾向がある。
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主な竣工ビル、オフィス移転情報
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主な竣工ビル

主なオフィス移転情報
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